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事 務 連 絡 

令和４年 12 月 13 日 
 

各 都 道 府 県 専 修 学 校 各 種 学 校 主 菅 課 

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 専 修 学 校 各 種 学 校 主 管 課 

専 修 学 校 を 置 く 国 立 大 学 法 人 担 当 課 

厚 生 労 働 省 医 政 局 医 療 経 営 支 援 課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

 

文部科学省生涯学習推進課専修学校教育振興室 

 

海外修学旅行等の安全確保について（周知） 

 

海外修学旅行等における安全確保の徹底については、平成 31 年４月 24 日付け 31 教教

国第 15 号「海外修学旅行等の安全確保について（通知）」により通知しましたが、今般、

外務省より、旅行届等の提出方法の変更等について通知がありましたので、別添のとおり

お知らせします。 

 

専修学校（専門課程及び一般課程）及び各種学校（以下「専門学校等」という。）におか 

れても、現地でのあらゆるリスクに備えるよう伝達いただくとともに、引き続き、海外修

学旅行等の安全確保及びそのための手続に遺漏のないよう取扱い願います。 

 また、既に御案内のとおり、出発日の 15 日前までには、旅行届に必要事項を記入し、

外務省及び文部科学省に電子メールにて提出いただくとともに、あわせて、必ず出発前に

「たびレジ」に登録いただきますようお願いします。（文部科学省提出先メールアドレス： 

syosensy@mext.go.jp） 

 

各都道府県におかれては所轄の専門学校等に対して、各都道府県教育委員会におかれて 

は所管の専門学校等に対して、国立大学法人におかれてはその設置する専修学校に対し

て、厚生労働省におかれては所管の専修学校に対して、本件についてそれぞれ周知される 

ようお願いします。 

＜本件連絡先＞ 
文部科学省 総合教育政策局生涯学習推進課 
      専修学校教育振興室 
連絡先：０３－５２５３－４１１１（内線：２９１５） 

海外修学旅行の安全確保の徹底について、旅行届等の提出方法に変更がありましたのでお知

らせします。学校側には現地でのあらゆるリスクに備えるよう伝達いただくとともに、引き続き、海

外修学旅行等の安全確保及びそのための手続に遺漏のないよう取扱い願います。 

御中 



４教国教第１００号 

令和４年１２月８日 

 

各都道府県・指定都市教育委員会指導事務主管課長 

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 専 修 学 校 主 管 課 長 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 課 長 

附 属 学 校 を 置 く 各 国 公 立 大 学 法 人 担 当 課 長 

構 造 改 革 特 別 区 域 法 第 1 2 条 第 １ 項 の 

認定を受けた各地方公共団体の学校設置会社担当課長 

厚 生 労 働 省 医 政 局 医 療 経 営 支 援 課 長 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長 

 

 

文部科学省総合教育政策局国際教育課長 

                         石 田  善 顕 

（公印省略） 

 

       文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課長 

                         神 山    弘 

（公印省略） 

 

海外修学旅行等の安全確保について（通知） 

 

 海外修学旅行等における安全確保の徹底については、平成 31 年４月 24 日付け 31 教教国

第 15 号「海外修学旅行等の安全確保について（通知）」により通知しましたが、今般、外務

省より、別添文書のとおり、旅行届等の提出方法の変更等について通知がありましたのでお

知らせします。主な変更点は以下のとおりです。 

 

＜主な変更点＞ 

 ・旅行届等の提出を郵送から電子メールに変更。（原本の郵送も不要） 

  （電子メールを使用できない場合 A4 版片面印刷にて郵送） 

 

新型コロナウイルス感染症にかかる我が国及び各国・地域の水際措置は緩和されつつあ

りますが、渡航先で陽性が判明し予定どおり帰国できなくなるリスク等には引き続き注意

が必要です。  

 貴職におかれては、学校側には現地でのあらゆるリスクに備えるよう伝達いただくとと

もに、海外修学旅行等の安全確保及びそのための手続に遺漏のないよう取扱い願います。 

殿 



また、既に御案内のとおり、出発日の 15 日前までには、旅行届に必要事項を記入し、外

務省及び文部科学省に電子メールにて提出いただくとともに、あわせて、必ず出発前に「た

びレジ」に登録いただきますようお願いします。（文部科学省提出先メールアドレス：

kouryu@mext.go.jp） 

 このことについて、各都道府県教育委員会におかれては所管の高等学校及び専修学校高

等課程（以下「高等学校等」という。）並びに域内の指定都市を除く高等学校等を所管する

市区町村教育委員会に対して、各指定都市教育委員会におかれては所管の高等学校等に対

して、各都道府県私立学校主管課におかれては所轄の高等学校等及び学校法人に対して、各

国公立大学法人におかれては管下の高等学校等に対して、高等学校を設置する学校設置会

社を所轄する構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を受けた各地方公共団体におかれ

ては所轄の学校設置会社に対して、厚生労働省におかれては所管の専修学校高等課程に対

して、周知に御協力くださいますようお願いします。 

なお、本通知は高等学校所管課宛てに送付しておりますので、義務教育諸学校を担当して

いない場合、義務教育諸学校所管課にも御転送いただき、義務教育諸学校所管課におかれて

は関係学校等に周知くださいますよう、お願いします。 

 

 

【本件担当】 

文部科学省 

〒100-8959 東京都千代田区霞が関 3-2-2 

＜小・中・高等学校等について＞ 

総合教育政策局国際教育課 

国際理解教育係 

TEL：03-5253-4111（内線 3487,3175） 

FAX：03-6734-3711 

＜専修学校・各種学校について＞ 

総合教育政策局生涯学習推進課 

専修学校教育振興室専修学校第一係 

TEL：03-5253-4111（内線 2915,2939） 

FAX：03-6734-3281 

 

外務省領事局領事サービス室 

〒100-8919 東京都千代田区霞が関 2-2-1 

TEL：03-5501-8150 
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